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違法な長時間労働や過労死等が複数の事業場で認められた企業の経

営トップに対する都道府県労働局長等による指導の実施及び企業名

の公表について 

 

 

 長時間労働の是正及び過重労働による健康障害防止対策については、平成28年12月

26日に開催された第４回長時間労働削減推進本部において、「過労死等ゼロ」緊急対

策が決定され、新たに実施する取組として、違法な長時間労働等を複数の事業場で行

うなどの企業に対する全社的な是正指導や、平成27年５月から実施している是正指導

段階での企業名公表制度の強化などを実施することとされた。 

 ついては、標記について、本日より下記のとおり実施することとしたので、その対

応に遺憾なきを期されたい。 

 なお、平成27年５月18日付け基発0518第１号「違法な長時間労働を繰り返し行う企

業の経営トップに対する都道府県労働局長による是正指導の実施及び企業名の公表

について」（以下「旧通達」という。）は本日をもって廃止する。  

 

記 

 

１ 取組の概要 

都道府県労働局長（以下「局長」という。）又は労働基準監督署長（以下「署長」

という。）より以下の指導を行うことにより、複数の事業場を有する社会的に影響

力の大きい企業において、経営トップが当該企業の違法な長時間労働などの問題点

を十分理解した上で、自ら率先して、全社的な早期是正に向けた取組を行い、当該

企業全体の法定労働条件の確保・改善を図るようにすること。 

⑴ 署長による企業の経営幹部に対する指導 

違法な長時間労働や過労死等（過労死等防止対策推進法（平成26年法律第100号）

第２条に定義された「過労死等」をいう。以下同じ。）が複数の事業場で認められ

た企業の経営幹部に対して、本社を管轄する署長から、早期に全社的な是正・改善

を図るよう指導を行うとともに、指導に対する是正・改善状況を全社的な監督指導



 

 

 

により確認すること。 

⑵ 局長による企業の経営トップに対する指導及び企業名の公表 

上記⑴の監督指導において再度違法な長時間労働等が認められた企業、又は、違

法な長時間労働を原因とした過労死（過労死等のうち死亡又は自殺未遂をいう。以

下同じ。）を複数の事業場で発生させた等の企業の経営トップに対して、本社を管

轄する局長から、早期に全社的な是正を図るよう指導を行うとともに、指導を行っ

た事実を企業名とともに公表すること。 

なお、当該公表は、その事実を広く社会に情報提供することにより、他の企業に

おける遵法意識を啓発し、法令違反の防止の徹底や自主的な改善を促進させ、もっ

て、同種事案の防止を図るという公益性を確保することを目的とし、対象とする企

業に対する制裁として行うものではないこと。 

 

２ 署長による企業の経営幹部に対する指導 

⑴ 対象とする企業 

複数の事業場を有する社会的に影響力の大きい企業（中小企業に該当しない企業

をいう。以下同じ。）であって、概ね１年程度の期間に２箇所以上の事業場で、下

記アないしウのいずれかに該当する実態が認められる（本社で２回認められる場合

も含む。）こと。ただし、下記３⑴の対象となる企業は除くこと。 

ア 監督指導において、１事業場で10人以上又は当該事業場の４分の１以上の労働

者について、①１か月当たり80時間を超える時間外・休日労働が認められること、

かつ、②労働基準法第32･40条（労働時間）、35条（休日労働）又は37条（割増

賃金）の違反（以下「労働時間関係違反」という。）であるとして是正勧告を受

けていること。 

イ 監督指導において、過労死等に係る労災保険給付の支給決定事案（以下「労災

支給決定事案」という。）の被災労働者について、①１か月当たり80時間を超え

る時間外・休日労働が認められ、かつ、②労働時間関係違反の是正勧告又は労働

時間に関する指導を受けていること。 

ウ 上記ア又はイと同程度に重大・悪質である労働時間関係違反等が認められるこ

と。 

⑵ 本社管轄の署長による指導 

対象となる企業の経営幹部を本社管轄の労働基準監督署へ呼び出した上で、署長

より長時間労働の是正、健康管理、メンタルヘルス対策（パワーハラスメント防止

対策を含む。以下同じ。）等について、全社的な早期是正・改善に向けた取組の実

施を求める指導書を交付することにより指導すること。この指導に当たっては、長

時間労働の是正だけでなく、健康管理、メンタルヘルス対策等も含めた幅広い総合

的な対策が必要であることについて十分に説明すること。 

⑶ 全社的監督指導 

上記⑵の指導実施後、本社及び支社等に対し監督指導を実施し、指導事項につい

ての是正・改善状況を確認すること。なお、支社等とは、主要な支社店等であって、

企業規模及び事案の悪質性等を勘案し、全社的な是正・改善状況を確認するために



 

 

 

必要な範囲で決定するものであること。 

 

３ 局長による企業の経営トップに対する指導及び企業名の公表 

⑴ 対象とする企業 

複数の事業場を有する社会的に影響力の大きい企業であって、以下のア又はイの

いずれかに該当する企業であること。 

ア 上記２⑶の監督指導等において、上記２⑴ア又はイの実態（ただし、上記２⑴

イにあっては、労働時間関係違反の是正勧告を受けている場合に限る。)が認め

られること。 

イ 概ね１年程度の期間に２箇所以上の事業場で、下記(ｱ)又は(ｲ)のいずれかに該

当する実態が認められ（本社で２回認められる場合も含む。）、そのうち、下記

(ｲ)の実態が１箇所以上の事業場で認められること。 

(ｱ) 監督指導において、１事業場で10人以上又は当該事業場の４分の１以上の

労働者について、①１か月当たり100時間を超える時間外・休日労働が認めら

れること、かつ、②労働時間関係違反であるとして是正勧告を受けているこ

と。 

(ｲ) 監督指導において、過労死に係る労災支給決定事案の被災労働者について、

①１か月当たり80時間を超える時間外・休日労働が認められ、かつ、②労働

時間関係違反の是正勧告を受けていること。 

⑵ 本社管轄の局長による指導 

対象となる企業の代表取締役等の経営トップを本社管轄の労働局へ呼び出した

上で、局長より早期に法違反の是正に向けた全社的な取組を実施することを求める

指導書を交付することにより指導すること。 

⑶ 企業名の公表 

上記⑵の指導を実施した際に、以下について公表すること。 

ア 企業名 

イ 長時間労働を伴う労働時間関係違反の実態 

ウ 局長から指導書を交付したこと 

エ 当該企業の早期是正に向けた取組方針 

 

４ 旧通達に基づき違法な長時間労働の実態が認められた事業場の取扱い 

平成29年１月19日までに旧通達記の３⑵及び⑶の実態が認められた事業場につい

ては、上記２⑴アに該当する事業場として取り扱うものとすること。 


